
T s u C i t y

１１－(１)－① 津都ホテル（都シティ津）のこれまでとこれから11.商工観光
広報津 令和3(2021)年3月1日号
「津都ホテル（都シティ津）のこれまでとこれから」より
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T s u C i t y

令和４年４月２５日
「ホテル津センターパレス」 オープン

津市

「都シティ津（津都ホテル）」がコロナの影
響により令和３年２月末で営業を終了

㈱津センターパレスが入居事業者
を募集

令和３年６月２６日、㈱リオ・ホテルズ
と㈱津センターパレスが契約を締結

中心市街地の新たなビジョンづくりに向けた取組を開始

客室９０室 宴会場５室 サウナ併設の大浴場
“津産津消”にこだわったレストラン

１１－（１）－② 津センターパレスホテル棟へ(株)リオ・ホテルズが進出

ホテル津センターパレスの
オープンが、新たな誘客の
起因となり、まちに人の流
れをつくる
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１１－（１）－③【市長コラム】変容するまちのシンボル

令和３年３月１日号 広報津より
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広報津 令和6(2024)年6月1日号
「津市センターパレスホールの民営化」より

１１－（１）－④ 津市センターパレスホールの民営化
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令和６年６月１日号 広報津より

１１－（１）－⑤ 変わり続ける津センターパレスビル
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１１－（２）－① 榊原温泉湯の瀬

測量・実施設計費 6,955万円
建設工事費 10億7,174万円
工事監理委託費 1,650万円
モニタリング支援委託費 3,917万円
事業者選定に係る費用 367万円

計 12億63万円
財源：合併特例事業債 7億6,290万円

農山漁村振興交付金 4,597万円
一般財源 3億9,176万円

事業費（ＤＢＯ方式）

フロント レストラン

温浴施設（延床1,088.08㎡）

浴場

レストラン・休憩コーナー

観光案内所

会議室

その他（事務室、売店等）

福祉型滞在施設（延床888.27㎡）

客室（16室）

貸切風呂（2種類）

オートキャンプ場（12区画）

キャンプ場兼広場（17区画）

駐車場（113台）

浴 場 リフト付きジャグジー 客室（洋室）

平成２９年度 施設現状調査,運営現況調査

平成３０年度 整備手法に係る関心表明募集

ＤＢＯ方式により事業者公募

プロポーザル方式審査により

事業者決定

令 和 ２ 年 度 実施設計着手

令 和 ３ 年 度 建設工事着工

令 和 ４ 年 度 新築オープン

令 和 元 年 度

令和４年８月２８日
新築オープン

榊原温泉の新たなランドマーク
～地域との連携で温泉地復活へ～
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７か月で来館１０万人達成！
（令和５年３月１２日）

11.商工観光
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令和４年９月１日号 広報津より

１１－（２）－② 【市長コラム】 「湯の瀬」で見つける榊原の新たな楽しみ
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１１－（３）－① 道の駅津かわげ

事
業
の
方
向
性
を
決
定

３億３，７８７万円
財源：合併特例事業債 ２億１，２１０万円

事業費（市整備分）
※排水路等関連整備含む

国道２３号
中勢バイパス

国道３０６号

施設全景 イベント広場

至鈴鹿市

至亀山市

至津市街

２基

災害用備蓄倉庫

【施設の概要】

地域振興施設内部 人気商品

開駅６年で来駅者５００万人達成（令和４年５月８日）

３６０．３㎡

屋 ５０．６㎡

３１．１㎡

内 ４．０㎡

９１．３㎡

計 ５３７．３㎡

屋 ３１６．５㎡

外 （５５．１㎡）

計 ３１６．５㎡

地域振興施設（８５３．８㎡）
利用時間　７時～１９時

２４時間利用可能

地域物産展示・販売コーナー

飲食・休憩・情報コーナー

オープンテラス

その他（事務室、駅長室等）

イベント広場・自動販売機

上記のうち屋外アーケード

駐車場

公衆トイレ

ＥＶ急速充電器

授乳室

公衆電話

１０，３２８㎡

大型車　１６台

小型車　８０台

身体障がい者用２台

合計　９８台

１台

１台

９６．７㎡

男子・女子・多目的

平成２８年４月２４日開駅
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１１－(３)－②【市長コラム】道の駅 津かわげ 間もなく完成！

平成２７年１２月1日号 広報津より
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あそこに行けば経営の様々な相談ができる

あそこに行けば課題解決の糸口を見出すことができる

企業等が何らかの課題に直面した際に

という拠点施設へ

● 本市への企業誘致を推進
● 新たな立地企業、市内企業、創業者にワンストップかつ継ぎ目のない対応を
行う窓口

● 本市及び他行政機関、支援機関を含めた支援施策の総合窓口
● 企業間交流・連携の促進とマッチング創出の場を提供

本市に進出を考えている企業、市内企業または創業を目指す方々の立場
にたって相談を受け、市としてできる支援を迅速に提供

機能の拡充

事業費 ： 5,831万4千円（令和7年度当初予算）

ビジネスサポートセンター（あのつピア１階に平成２９年４月オープン）

相
談
者
の
立
場
に
立
っ
た
積
極
的
な
支
援
に
よ
る
着
実
な
成
果

創 業 支 援

経 営 支 援

企 業 誘 致

（㎡）（件）

１１－(４)－① 津市ビジネスサポートセンター

●企業相談件数は、令和４年度実績１７１件
（令和３年度２１４件）

●企業相談件数は、令和５年度実績１５０件
●地域資源等を活用した新たな取組みを行う事業
者への支援により、新商品の開発へ繋がる

●創業相談件数は、
令和４年度実績３８２件（令和３年度３５３件）
●津市が関わった創業件数は、
令和４年度実績７３件（令和３年度５９件）

●創業相談件数は、令和５年度実績３１２件
●津市が関わった創業件数は令和５年度実績３０件
●相談事業だけでなく、ビジネスカフェ等の創業意
識の醸成イベントも実施

積極的な情報収集による

機動的な誘致活動

センター長を中心とした職

員による相談体制の充実

創業者向けの財政支援

の実施

企業誘致の
さらなる推進 企業誘致強化施策

支援施策の
拡充

①ビジネスマッチング

②販路拡大の支援

③人材育成の支援

④創業支援の強化

⑤事業承継の支援

334
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１１－(４)－②【市長コラム】地域経済の担い手たちのために

平成３１年２月１日号 広報津より
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三重県信用保証協会津商工会議所

津北商工会

津市商工会

日本政策金融公庫津支店

(公財) 三重県産業支援センター

電話・来訪による 相談や問い合わせ

創 業

（独）日本貿易振興機構（ジェトロ）
三重事務所

（独） 中小企業基盤整備機構
中部本部

サポートメンバー

主として事業･経営面に関係する相談 主として融資面に関係する相談

ソケッ津で解決できない案件
（技術的な専門性が高い、海外
の知見が必要な場合など）

協力要請

・最初の窓口
・案件のヒアリング、課題の抽出
・解決先への繋ぎ
・定期的な情報共有

創業希望者

創業後の相談にも
継続的に対応

《窓口》津市ビジネスサポートセンター

電話番号：059-236-3355
受付時間：平日8:30～17:15

支援の流れ

■創業支援の取り組み
・厳しい経済環境の中、創業者が生み出す新しいビジネスは、地域経済の新陳代謝・活性化に寄与し、雇用の創出に大きく貢献する。
・そのような創業希望者を後押しするため、平成２０年度より相談員を設置し、創業支援を開始。令和２年度には新たに女性相談員を増員。
・平成２９年度から創業者の経営の安定及び事業の発展を図るため、創業資金融資保証料補給金及び利子補給金制度を創設。

■連携による創業支援ネットワークの構築
・より一層効果的な創業支援を図るため、市内の公的な創業支援機関（津市、津商工会議所、津北商工会、津市商工会、日本政策金融公庫津
支店、三重県信用保証協会）が連携し、それぞれの強みを活かしたネットワーク「創業サポーター ソケッ津」を平成２４年７月２日に設立。
創業準備から資金調達、創業、創業後まで含めた継続的な創業支援を図る。
・問い合わせや相談の受付は事務局である津市が一元的に行い、解決に最適な機関につなげることでミスマッチの低減を図る。

１１－(５) 創業サポーター ソケッ津

－

津市
（センター長・職員・相談員） （国）三重大学地域イノベーション

推進機構

「ソケッ津」の実績
創業に至った件数

平成３０年度：８９件
令和元年度：６６件
令和２年度：７６件
令和３年度：１００件
令和４年度：１１９件
令和５年度：１３９件 336
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※出典：工業統計調査（4人以上の事業所）

■津市の製造業の現状と課題

この減少傾向に歯止めをかけ、
市域の産業基盤の強化や、雇用
創出に取り組む事が求められて
いる

１１－(６) 津市発“地域経済外交”による産業振興

H20 H30 R1

事業所数 498社 372社 371社

製造品出荷額 1兆778億13百万円 8,901億40百万円 8,235億65百万円

製造業従業者数 23,661人 23,658人 22,071人

それには、従来の国内産業構造の枠を超えたイノベーションと新事業創出が必要

■国際間の中小企業連携によるイノベーション創出の仕組み

企画力と技術力の高い欧
州企業との連携により
イノベーションを誘発

・平成24年11月20日フランス、パリ地域経済開発局
（ARD）と産業協力協定を締結 平成24年11月21日

スイス、ジュネーブ州
産業振興機構（OPI）
と産業協力協定を締
結

行政間連携によるサポート

・平成25年4月13日クリスチャ
ン・マセ駐日フランス大使が来訪
し、地域相互の経済交流の促進
について対談

平成26年２月1０日
ウルス・ブーヘル駐日
スイス大使が来訪し、
地域相互の経済交流
の促進について対談

平成26年11月26日
スイス・ジュネーブ州
経済ミッション団が来
訪し、代表のピエー
ル・モデ大臣と経済交
流の将来性について
対談

津市と欧州の企業間交流や
国際間連携を支援

・平成27年10月26日フランス・
オヨナ地域経済ミッション団使が
来訪し、代表のトゥルニエ・ビリョ
ン氏と両地域の経済交流の将来
性について対談

本市域の
産業基盤強化
雇用の創出
経済活性化へ

津市に拠点を置きながら、
世界へビジネス展開する企業の増加を促進

・平成2８年1０月2５日フランス、オヨナ市を含むオーブ
ジェ地域広域行政体と産業・経済協力の促進に関する合
意書を締結

・平成30年4月9日・10日、フラ
ンス、オヨナ地域経済ミッション
団がオヨナ市のギニョ副市長を
団長として来訪市内企業との交
流・企業視察を行う

・令和元年11月11日～15日、津市欧州経済ミッション団
をフランス、オヨナ市へ派遣し、ミッシェル・ペロー市長は
じめ企業関係者との交流及び企業視察を行う
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１１－(７)－① 企業誘致①11.商工観光

中勢北部
サイエンスシティ

ニューファクトリー
ひさい

分譲面積       ８４．９ha ４６．５ha

分譲済面積       ８４．９ha（賃貸含む） ４６．５ha

分譲率     １００．０％（賃貸含む） １００％（用地完売）

進出企業数 ７８社 ７社

※進出企業数…立地協定ベース　

企業誘致
実績

ニューファクトリーひさい

中勢北部サイエンスシティ

進出企業数 分譲面積

誘致企業実績

工業団地分譲状況

（ha） （社）

338

企業名 立地協定日 用地面積

倉敷紡績株式会社
（クラボウ三重工場）

H23 .7 .6
Ｈ24.5
H25 .8
H25 .8

（第1工場）
（第2工場）
（第3工場）
操業開始

   約45 ,000㎡

株式会社HORIKOSHI H23 .  9 .1 Ｈ26.9 操業開始     約6,000㎡

株式会社ブランカ H23 .12 .1 Ｈ25.1 操業開始     約3,400㎡

中勢製氷冷蔵株式会社 H23 .12 .7 Ｈ25.3 操業開始     約4,400㎡

財団法人近畿健康管理センター H24 .3 .8 Ｈ26.11 操業開始   約12,900㎡

福山通運株式会社 H24 .3 .30 Ｈ25.10 操業開始   約16,900㎡

株式会社アイチコーポレーション H24 .3 .30 Ｈ24.9 操業開始    約4,200㎡

三重電業株式会社 H24 .5 .17 Ｈ25.3 操業開始    約3,000㎡

佐藤ライト工業株式会社 H24 .7 .30 Ｈ28.2 操業開始  約15,500㎡

株式会社ホンダパーツ中部 H24 .9 .25 Ｈ25.8 操業開始    約4,500㎡

株式会社丸八ヒロタ H25 .1 .23 Ｈ25.10 操業開始    約3,900㎡

三重リコピー販売株式会社 H25 .1 .29 Ｈ26.11 操業開始    約7,400㎡

プロマット・ジャパン株式会社 H25 .6 .27 Ｈ26.1 操業開始    約34,000㎡

株式会社エースパック H25 .7 .19 Ｈ27.11 操業開始 約41,000㎡

株式会社てしおフーズ H25 .8 .2 Ｈ26.4 操業開始 約900㎡

株式会社伊藤園 H25 .10 .7 Ｈ26.6 操業開始 約2,100㎡

西部アレフ株式会社 H25 .10 .31 Ｈ26.4 操業開始 約2,400㎡

三重ヤクルト販売株式会社 H26 .1 .21 Ｈ26.11 操業開始 約5,000㎡

株式会社光機械製作所 H26 .2 .12 　　―　 操業予定 約12,000㎡

株式会社西原商会東海 H26 .4 .23 Ｈ27.2 操業開始 約6,100㎡

株式会社ＰＡＬＭＥ H26 .7 .2 Ｈ27.9 操業開始 約12,500㎡

株式会社原芳商会 H26 .7 .14 Ｈ27.5 操業開始 約2,800㎡

株式会社小林運輸 H26 .12 .17 Ｈ27.5 操業開始 約11,500㎡

ＮＤＳ株式会社 H27 .8 .24 Ｈ29.5 操業開始 約11,500㎡

株式会社横山食品 H28 .3 .24 Ｈ30.3 操業開始 約27,400㎡

株式会社パーソナック H29 .1 .26 Ｈ30.1 操業開始 約900㎡

高圧ガス工業株式会社 H28 .12 .20 R1.5 操業開始 約14,000㎡

コーキン化学株式会社 H29 .4 .23 H30.11 操業開始 約11,400㎡

睦産業株式会社 H29 .5 .15 H29.12 操業開始 約3,500㎡

株式会社美鈴急送 H29 .5 .29 H29.12 操業開始 約3,200㎡

斎藤製菓株式会社 H29 .8 .23 H30.7 操業開始 約10,000㎡

協葉電工株式会社 H29 .9 .19 H30.7 操業開始 約12,000㎡

株式会社TOYO三重 H29 .10 .20 H30.6 操業開始 約52,700㎡

小木曽工業株式会社 H30 .1 .15 R1.8 操業開始 約25,800㎡

ダイドードリンコ株式会社 H30 .3 .29 H30.7 操業開始

株式会社斎藤工業 H30 .3 .29 H30.12 操業開始

株式会社ＰＡＬＭＥ H30 .3 .29 H31.2 操業開始 約8,300㎡

三共リース株式会社 H30 .4 .23 R1.6 操業開始 約6,500㎡

ソウルオブジャパン株式会社 H30 .10 .18 　　―　 操業予定 約137,000㎡

三糧輸送株式会社 H30 .11 .9 R1.9 操業開始 約10,600㎡

株式会社ザイマックス H30 .11 .9 R1.7 操業開始

株式会社ザイマックスカレス H30 .11 .9 R1.7 操業開始

旭千代田工業株式会社 H31 .3 .25 R4.8 操業開始     約9,500㎡

パナック株式会社 H31 .3 .28 　　―　 操業予定 約43,000㎡

中日本フード株式会社 R1.11 .22 R3.3 操業開始 約4,100㎡

株式会社マスカワ R1.11 .22 R3.3 操業開始 約2,500㎡

小野建株式会社 R1.11 .29 R2.8 操業開始 約12,800㎡

R2 株式会社宝輪 R3.1 .18 R5.6 操業開始 約21,800㎡

R3 株式会社葉山電器製作所 R4.2 .8 R7.2 操業予定 約7,200㎡

井村屋株式会社 R4.4 .21 R5.6 操業開始 ―

日本赤十字社三重県支部 R6.12 操業開始

三重県赤十字血液センター R6.4 操業開始

R5
太成ホールディングス株式会社

（株式会社菱工産業）
R5.7 .27 R6.10 操業開始 約5,200㎡

R6 安藤パラケミー株式会社 R6.4 .23 R9.4 操業予定 約23,200㎡

R4
R4.5 .30

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29

H30

R1

操業時期

約4,200㎡

    約10,700㎡

約12,300㎡

年　度

平成23年度 7 社 92,800 ㎡ 80 億円 200 人

平成24年度 5 社 34,300 ㎡ 18 億円 40 人

平成25年度 7 社 97,400 ㎡ 33 億円 330 人

平成26年度 4 社 32,900 ㎡ 17.5 億円 85 人

平成27年度 2 社 38,900 ㎡ 40 億円 130 人

平成28年度 2 社 14,900 ㎡ 14 億円 20 人

平成29年度 10 社 131,100 ㎡ 66 億円 350 人

平成30年度 7 社 217,300 ㎡ 279 億円 430 人

令和元年度 3 社 19,400 ㎡ 23 億円 50 人

令和2年度 1 社 21,800 ㎡ 20 億円 15 人

令和3年度 1 社 7,200 ㎡ ― 億円 25 人

令和4年度 3 社 12,300 ㎡ 14.5 億円 145 人

令和５年度 1 社 5,200 ㎡ ― 億円 40 人

令和６年度 1 社 23,200 ㎡ ― 億円 15 人

合計 54 社 748,700 ㎡ 605 億円 1,875 人

誘致企業数 分譲・賃貸面積 雇用人数総投資額

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約
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１１－(７)－② 企業誘致②

339

②

①

（芸濃町地内）

（野田・戸木町地内）

●市内における主な民間未利用地

●航空写真
②グリーンファクトリー津（野田・戸木町地内）

●地図

※グリーンファクトリー津については、企業ニーズに即した
条件とするため地区計画を策定し、令和６年１月２９日付けで
都市計画決定をした

決定前：工場及び付随する倉庫、事務所のみ建設可能

決定後：上記に加え物流施設も建築可能に

中勢北部サイエンスシティ

① 約１.９ha 芸濃町地内 都市計画区域外（工場跡地）

② 約１１.７ha 野田・戸木地内 市街化調整区域（工場用地として許可済）

済

11.商工観光
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現状 状況と課題

確保に係る方針 候補地の考え方

企業立地の主な受け皿として、行政主体の公的工
業団地が役割を果たしており、今後も長期的な視
点に立って検討していく

迅速に対応することを優先し、専門的なノウハウや
資金力等を有する民間事業者が主体となった工業
用地の確保に取組む

方針
１

方針
２

条件を設定して候補地を民間事業者から募集し、提案内
容や実現性などを精査して候補地を選定

22

10

5 5 7

26

企業等からの工業用地に係る問合せは平
成３０年以降減少傾向にあったものの令
和４年度は大きく増加

令和４年２月に公的工業団地は全て分譲等が完了

企業等からの引き合い状況

令和４年度における２６件の問合せ内容は、工場の建設用地が１

５件と最も多く、次いで物流・倉庫が６件、事務所・営業所が５件

となっている。

また、用地面積は１ha未満が１４件と大半を占めている。

企業からの問い合わせに対しては、民間事業者が整備

した工業用地及び工場跡地の約２０ｈａを紹介

用地不足により進出に結びつかない事例がある

新たな工業用地の確保に係る取組

１１－(７)－③ 企業誘致③
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工業用地に求める企業
ニーズを募集条件に設定

機会を逃さないよう
速やかに工業用地を確保

令和５年９月２２日から
新たな工業用地の候補地提案募集を開始

建設用途
別の面積
需要等

対応状況

候補地の選定

第１次選定委員会及び
第２次選定委員会を開催

新たな工業用地の候補地を選定
（令和6年3月25日 ４事業者・５提案）

協議が整った候補地から地区計画
の指定等に向けた手続きを開始

11.商工観光
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事業の経過

募集開始
※応募資格審査申請の受付開始

令和５年９月２２日

津都市計画区域内（市街化区域の場合は用途地域に準ずる）１

伊勢自動車道各インターチェンジの出入口を起点に半径５ｋｍ圏
内または一般国道２３号中勢バイパスの沿線から５００ｍ圏内２

津波浸水予想区域ではないこと
（平成２５年度三重県地震被害想定調査結果）３

農地を含む場合、農地転用の許可が見込まれること４

国・県・市が文化財指定している史跡、名勝、天然記念物
の所在地及び原則周知の埋蔵文化財包蔵地でないこと５

候補地の要件

津都市計画区域

亀山、安濃都市計画区域

第一種低層住居専用地区

第二種低層住居専用地区

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

伊勢自動車道ＩＣ５ｋｍ圏内

中勢バイパス５００ｍ圏内

津IC

芸濃IC

久居IC

候補地募集区域（青色実線内）

候補地の選定

選定
委員会
の審査

令和６年
３月２５日

341

事前協議
※提案事業者による
地権者交渉・自治会
への説明、測量等

地区計画の
指定に向けた
手続き開始

新たな工業用地の
候補地を選定
※４事業者・５提案

１１－(７)－④ 企業誘致④11.商工観光
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交付要件 補助額
【パターン①】
（投資要件）500億円以上
（雇用要件）100人

15億円
（定額）

【パターン②】
（投資要件）1000億円以上
（雇用要件）200人

30億円
（定額）

＜企業立地奨励金＞

◆用地取得費助成奨励金

◆企業立地奨励金

◆外国企業事業所開設準備奨励金

◆研究開発施設立地奨励金
※奨励金にはそれぞれ交付要件
があります。

※用地取得費助成奨励金は他の
奨励金と併用できません。

＜用地取得費助成奨励金＞

☆初期投資の負担を軽減するために奨励制度をご用意しています。

奨励金制度の
実 績

三重県が実施する企業投資促進制度

※特定産業
食料品、プラスチック製品、窯業・土石製品、金属製品、はん用機械器具、
生産用機械器具、業務用機械器具、電子部品・デバイス・電子回路、
電気機械器具、情報通信機械器具、輸送用機械器具の製造業

特定産業の場合

１１－(７)－➄ 立地促進のための奨励金制度

342

交付要件 補助額

【投資要件】
5億円以上
※研究開発：2億円
地域資源：1億円

【雇用要件】
5人以上増加
※研究開発：無し
地域資源：3人
スマート：維持

①設備投資分１０％
※地域資源：１５％
→限度額５億円
②雇用増加分
・若者（４５歳未満）
５０万円／人
・その他
３０万円／人
→県外からの新規採用者
については＋５０万円／人
※雇用要件を超える人数に適用
→限度額５，０００万円
⇒①②の合計で５億５，０００万円

✓左記制度の設備投資額、雇用人数を緩和。
✓操業開始時に交付要件を満たしていなくても、
一定期間内に投資を積み上げることで補助対象
となることが可能。

✓一定の労働環境等を要件に、雇用増加数を
補助金に上乗せ換算が可能。

再投資支援／マイレージ制度
（県内操業企業）

新規立地支援
（県内新規立地企業）

【投資要件】5億円以上
【雇用要件】10人
【補助率】投下償却資産の10％

（限度額5億円）

成長産業立地補助金

グリーン・デジタル、食、ラ
イフイノベーション等の成
長産業及び高度部材産業

上記基本メニューのほか、大型投資向けの制度も
ご用意しています。

※三重県HPより抜粋

【投資要件】5億円以上
【雇用要件】10人
【補助率】投下償却資産の15％

（限度額5億円）

マザー工場型拠点
立地補助金

マザー工場化に
つながる投資

【投資要件】5億円以上
【雇用要件】10人
【補助率】投下償却資産の15％

（限度額5億円）

スマート工場立地補助金

スマート工場化に
つながる投資

【投資要件】2億円以上
伊勢市、玉城町、度会町：1億円以上
東紀州、鳥羽市、志摩市、大台町、
南伊勢町及び大紀町：3000万円以上
【補助率】投下償却資産の10％

（限度額5億円）

研究開発施設等
立地補助金

研究開発施設又は
試験認証機関の建設

【投資要件】5億円以上
【雇用要件】10人（オフィス開設は1人）
【補助率】投下償却資産の20％

（限度額5億円）
オフィス家賃年額の50％
（限度額500万円/年（3年間））

外資系企業アジア拠点
立地補助金

アジアの生産拠点を
整備する事業
またはオフィス開設

【適用地域】東紀州地域、鳥羽市、大台町、
南伊勢町、大紀町、伊勢市、
志摩市、玉城町、度会町

【投資要件】3000万円以上
伊勢市、玉城町、度会町/1億円以上

【雇用要件】5人
【補助率】投下償却資産の15％

（限度額5億円）

地域資源活用型産業等
立地補助金

県南部地域の製造業、
地域資源活用型産業

中勢北部サイエンスシティ、及びニューファクトリーひさいへの立地
のため、一定の要件の用地を取得した場合、用地取得費の２０％を
５年間分割して交付（上限３億円）

立地に係る施設の土地、家屋、償却資産に対する固定資産税相当
額を基準に、下記の奨励金を交付

固定資産税相当額の

１年目：１００％、 ２年目：７５％、 ３年目：５０％ を交付

１年目：１００％、２年目：１００％、３年目：１００％ を交付

固定資産税相当額の

件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円）

用地取得費助成奨励金 5 61,164,600 7 90,324,600 9 111,182,840 10 135,822,840 7 98,458,240 7 98,458,240 6 78,698,240

企業立地奨励金 24 116,484,100 24 107,486,800 20 180,360,500 21 207,600,700 28 218,002,900 27 170,662,100 22 118,435,600

計 29 177,648,700 31 197,811,400 29 291,543,340 31 343,423,540 35 316,461,140 34 269,120,340 28 197,133,840

令和３年度 令和５年度令和４年度
奨励金

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

11.商工観光
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観光施策① 多彩な資源の活用と新たな魅力の創出
「ひと・もの」両面からのおもてなし環境の充実

◼ 本市を代表するイベント開催等に係る支援
津まつりや津花火大会など、集客力の高いイベント等への支援

◼ ボランティアガイド団体等との連携
津まんなかガイド詰所等を活用した観光客のおもてなしをはじめ、ガイドツアーイベ
ント等を実施するボランティアガイド団体等との連携

◼ 観光周遊コースの設定
国宝指定された専修寺や続日本１００名城に選定された津城などを起点とした周遊
コースづくり等

◼ 観光施設の維持管理等
既存施設の維持管理等

観光施策③ 時代に即した情報発信

◼ マスメディアによる発信、ＳＮＳ等の活用
新聞、雑誌や情報誌をはじめ、テレビなどのマスメディアを通じたインパクトのある
話題の提供・ホームページやFacebook等を活用したタイムリーな観光情報の発信

◼ ＰＲキャンペーンの展開
市内外をはじめ、首都圏等での観光誘客に係るＰＲキャンペーンの実施

◼ 関係団体との連携による情報発信
観光協定を締結したＪＡＦのホームページや情報誌を利用した全国への情報発信

観光施策② 観光連携力の強化

◼ ＭＩＣＥ誘致
三重県との連携による伊勢志摩サミットでの知名度と市内集客施設を活かしたＭＩＣ
Ｅ誘致

◼ インバウンド観光
ゴルフツーリズムやまつりを通じた海外との交流、多言語化への対応等によるインバ
ウンド観光の推進

◼ 広域的な連携
周辺市町との幅広い連携による広域観光の推進

＜課題＞
• 多彩な資源等のポテンシャルをさらなる誘客に結び
つける取組の展開

• 多様化する観光ニーズに対応できるおもてなし環境
の充実と広域的な連携強化

• 効果的なＰＲによる交流人口の拡大 など

＜現状＞
• 歴史や自然のほか、津まつりなどのイベント、県立の
施設や日硝ハイウエーアリーナなど魅力のある多彩な
資源を有している

• 観光ニーズの多様化と外国人来訪者の増加
• ボランティアガイド団体等による観光客のおもてなし
の実施 など

令和７年度予算額

227,162千円

令和７年度予算額

3,486千円

令和７年度予算額

36,895千円

１１－(８)－① 観光振興施策①
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１１－(８)－② 観光振興施策②
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１１－(８)－③ 観光振興施策③

津まんなかガイド詰所

ＪＲ名松線榊原温泉湯の瀬
（令和4年8月28日新築オープン）

津城が続日本１００名城
に選定されたことに伴い、
平成３０年４月に観光
ボランティアガイドの詰所
を整備

令和６年７月２７日（土）開催

津花火大会 （Ｒ６年度：来場者数１８万人）

ビーチバレーin御殿場 （Ｒ６年度：出場 ２０９チーム）

津まつり （Ｒ６年度：来場者数３０万５千人）

令和６年８月１８日（日）開催

令和６年１０月１１日（金）・１２日（土）・１３日（日）開催
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桑名市
木曽岬町

菰野町

東員町

四日市市 川
越
町

朝
日
町

いなべ市

鈴鹿市亀山市

津市

伊賀市

名張市

松阪市

伊勢市
鳥羽市

志摩市

南伊勢町

度会町

宮川村

多気町

明
和
町

玉城町

大紀町

紀北町

熊野市

尾鷲市

御浜町

紀宝町

大台町

平成２６年５月、「日本創成会議」が、「消滅可能性都
市」リストを発表してから１０年が経ち、令和６年４月、
前回分析を踏まえた新たな分析レポートが「人口戦略会
議」により発表された。今後人口移動が収束しない場合、
２０５０年に２０～３９歳の女性の数が５０％以上減少す
ると推計される自治体は７４４市町村（前回８９６市町
村）になり、消滅するおそれがあると発表。

三重県の消滅可能性都市（「人口戦略会議」公表）

（市町名）若年女性人口変化率
〔2020年～2050年〕

尾鷲市 △70.7％
鳥羽市 △67.3％
熊野市 △59.3％
志摩市 △67.3％
木曽岬町 △57.0％
大台町 △61.3％
度会町 △58.7％
大紀町 △77.4％
南伊勢町 △83.5％
紀北町 △72.0％
御浜町 △55.8％
紀宝町 △59.2％

働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り

職務経験者の職員採用試験の創設

【参考】
（市町名）若年女性人口変化率

〔2020年～2050年〕
津 市 △31.4.％
四日市市 △28.8％
伊勢市 △42.8％
松阪市 △35.8％
桑名市 △28.9％
鈴鹿市 △37.2％
名張市 △48.2％
亀山市 △25.9％
いなべ市 △35.4％
伊賀市 △45.9％

県内で消滅可能性都市
とされた市町

【４市８町（色付き）】

女性職員の幹部職員への登用
（令和６年４月１日時点で
課長級以上の職における女性
職員は47人、女性職員の占め
る割合は16.4％）

育児休業代替任期付職員採用制度の創設

津市役所の取組

津市独自の女性支援施策

対象者：市内に住所のある妊娠５カ月以上の妊婦と産婦
（出産した月の翌月の末日まで）

助成内容：対象者が医療機関を受診された場合、保険診療
分の医療費の自己負担額を窓口無料により助成。

■妊産婦医療費助成制度

【実 績】

■就業支援パソコンセミナーでの無料託児の実施
特に女性の参加者が大半を占める就業支援を目的としたパソコン
セミナーで、参加者のお子さんの託児を無料で実施。

１２ 女性が働きやすい職場づくり12.雇 用

県内では津市のみで実施！

昭和４８年９月、旧津市において乳幼児や障がい者など
を対象として行っていた医療費助成の対象を拡大し、妊産
婦の保健の向上を目的として助成制度を創設。

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5

助成人数 4,820 4,677 4,250 4,646 4,159 4,019 

助成額（円） 40,448,203 39,968,542 39,047,859 42,649,189 39,582,419 37,772,971 
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